
株式会社共同紙販ホールディングス 

 

・対象期間：令和 7年度（R7.4.1～R8.3.31）  

・正社員＝社外への出向者を除く 

・パート・有期社員＝契約社員、パートが該当 

・賃金＝通勤手当等を除く 

 

次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく 

一般事業主行動計画 

 

  当社は、全ての従業員がその能力を十分に発揮できるよう教育制度の充実を図り、誰もが働きやすい 

  職場環境を整備するためにワークライフバランスの推進を継続し、本行動計画を策定する。 

 

1. 計画期間 2026年 4月 1日から 2029年 3月 31日までの 3年間 

2. 計画内容 

【目標１】 配偶者が出産した男性労働者に対する育児休業の個別周知・意向確認を 100%実施

し、育児休業等取得率 50%以上にする。 

＜対策＞ 

・全社員に対し、男性も育休を取得できること、および社内の「配偶者出産休暇制度」について

再度社内周知を行い、対象者が発生時には個別の情報提供を実施する 

【目標２】 フルタイム従業員の平均時間外労働時間、月平均を 20時間以下とする。 

＜対策＞ 

・時間外労働時間の集計を経営会議での報告事項とし、部門ごとに長時間労働にならないよう指

導を実施する 

    ・ノー残業デーを徹底し、指定曜日の定時退社を実施する 

【目標３】 キャリアプランの充実を図るための教育制度を新たに策定、管理職育成を推進し、

管理職に占める女性比率を 20％以上にする。 

＜対策＞ 

・入社後キャリア形成支援の充実を図る       

・管理職育成を目的としたキャリア研修を積極的に取り入れる 

    ・管理職研修制度の確立 

    ・管理職昇格時における社内研修実施 

   【目標４】 全従業員の年次有給休暇取得率 70％以上を目指す。 

＜対策＞ 

・「年次有給休暇取得予定表」を作成、計画的な取得を促進し、取得実績のフィードバックと未達

部門へ指導を実施する 

 ・年末年始以外の祝祭日前後等に有給休暇取得奨励日を設け、社内周知することにより取得を促

進する 

  3. 女性の活躍に関する情報公開（令和 8 年 3 月 31 日現在） 

① 管理職に占める女性労働者の割合・・・17.9％ 

② 有給休暇取得率・・・57.3％ 

③ 男女の賃金の差異 

 

区分 
男女の賃金の差異割合 

（男性の賃金に対する女性の賃金の割合） 

全労働者 80.45％ 

正社員 79.54％ 

パート・有期社員 98.45％ 


